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国土交通省関東地方整備局

直轄河川事業の現状と動向



【国土交通省の最近の主な取り組み】

１．平成２７年度の水防法一部改正の概要

２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表

３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供

４．平成２９年度の水防法一部改正（案）の概要

本日の説明内容



1
11

１

１．平成２７年度の水防法改正の概要



多摩川（国）
（想定最大規模）

中川（国）

江戸川（国）荒川（国）想定最大規模

神田川流域

石神井川及び白子川流域

城南地区河川流域

野川、仙川、矢沢川
及び丸子川流域

黒目川、落合川、柳瀬川、空堀川
及び奈良橋川流域

残堀川流域

境川流域

綾瀬川（国）

鶴見川流域

浅川圏域、大栗川
及び三沢川流域

霞川及び多摩川上流圏域

秋川及び平井川流域

浅川（国）
（想定最大規模）

江東南部河川流域

中川・綾瀬川流域
隅田川及び
新河岸川流域

＊赤字の河川 想定最大規模の浸水想定区域公表済み
＊黒字の河川 従来の浸水区域公表済み

２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表①

①想定最大規模の洪水浸水想定区域等の公表

２



２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表②

浸水深が浅い

浸水深が深い

避難勧告等の
対象区域

立ち退き避難

屋内安全確保

屋内安全確保

屋内安全確保

立ち退き避難

立ち退き避難

長期間深い浸水
が続くことが想
定される区域

立ち退き避難
立ち退き避難

立ち退き避難

避難勧告等の対象とする区域と避難行動について

②洪水浸水想定区域図の改善

３



③荒 川（浸水面積・浸水深）

２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表③

４



２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表④

④荒 川（浸水継続時間）

５



○「家屋倒壊等氾濫想定区域」は、堤防沿いの地域等において、洪水時に家屋が
倒壊するような激しい氾濫流等が発生するおそれが高い区域

○この区域では、洪水時には避難勧告等に従って安全な場所へ確実に立ち退き
避難する必要があります

河岸侵食

家屋倒壊等氾濫想定区域の例 堤防決壊等に伴う洪水
氾濫流による家屋倒壊等

河岸侵食に伴う
家屋倒壊等

凡例

予
想
さ
れ
る
浸
水
深

5.0m以上 2階浸水

3.0m～5.0m未満 2階浸水

0.5m～3.0m未満 1階床上浸水

0.5m未満 1階床下浸水

家
屋
倒
壊
危
険
区
域

家屋倒壊等氾濫想
定区域（洪水氾濫）

堤防決壊等により、木造家屋
が倒壊等するような氾濫流が
発生するおそれがある区域

家屋倒壊等氾濫想
定区域（河岸侵食）

木造・非木造の家屋が倒壊
するような河岸侵食が発生す
るおそれがある区域

２．想定最大規模の洪水浸水想定区域の指定・公表⑤

⑤家屋倒壊等氾濫想定区域

６



①国土交通省「川の防災情報」の改良

パソコンから http://www.river.go.jp/ スマートフォンから http://www.river.go.jp/s/

ＰＣ版 スマホ版

川の画像

川の水位

浸水想定区域図

雨域（レーダ雨量）

３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供①

○国土交通省では、国・都県が管理する河川の水位情報、レーダー雨量情報、監視カメラ画
像等、「川の防災情報」で提供
○平成２８年４月からは、パソコン利用者向けに加えスマートフォンからも利用できるよう改良

７



GPSボタンをワンクリック
で地図上に現在地表示

現在地周辺のライブカメラ
映像等の情報も入手可能

現在地表示
（GPS利用）

３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供②

②スマホ版「川の防災情報」

○ＧＰＳ機能を利用すると、現在地の周辺の河川情報がスピーディに入手可能

８



③「ＮＨＫデータ放送」から水位観測所の水位状況の入手が可能

基準水位観測所における河川の
危険情報が表示されます

※水防団待機水位以上の場合
に表示されます

３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供③

９



３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供④
④河川情報発信の多様化～：Yahoo！との連携

http://typhoon.yahoo.co.jp/weather/river/ １０



○配信文案 ※H28.9.5～ 鬼怒川・常総市で運用開始

※H29年出水期からは、全国直轄河川に順次拡大予定

鬼怒川での配信訓練（H28.9.5）

○国交省が管理する全国の河川を対象にスマートフォン等の「緊急速報メール」機能を活用
した洪水情報の配信を開始しており、平成29年5月からは配信エリアを拡大します
○「緊急速報メール」は、氾濫のおそれがある場合（「氾濫危険水位」を超過した時点）及び
氾濫が発生した場合に配信します

３．避難行動のきっかけとなる河川情報の提供⑤

⑤スマートフォンの緊急速報メール機能を活用した洪水情報の配信

１１



４．平成２９年度の水防法一部改正（案）の概要

１２



４．平成２９年度の水防法一部改正（案）の概要

１３



４．平成２９年度の水防法等一部改正（案）の概要

平成２９年２月 １０日閣議決定

１４


